


























童福祉法の制定(1947年)に遅れたと説明されてきたのである1 )。 こ う
※ 本稿は, 2003年12月に新潟大学大学院現代社会文化研究科に提出した博士論
文の一部を利用したものである。
1 )  たとえば,「身体障害者福祉法が他の二法(生活保護法と児童福祉法一引用
者) に比べて成立の遅れた理由はよく知られているようにGHQの非軍事化































2 )  村上貴美子『占領期の福祉政策』動草書房, 1987年, および「占領期にお
ける傷病者対策の動向」明治学院大学大学院『社会福祉学』第6号,1982年
3月。
3 )  管沼隆「米国対日救済福祉政策の形成過程一SCAPIN775『社会救済』の
起源と展開(1)」『社会科学研究』,第45巻第2号,1993年11月, 8ペー ジ。


































る6 )。そして, 傷英軍人本人の対策にとどまらず, 戰死者や傷慶軍人の
遺族への対策をも含んでいた。具体的には,(l)医療保護,(2)職業保護,(3)
教養教化, (4)優遇措置, (5)その他, の5分野からなるものであった。
いくっかの内容を簡単に紹介しておこう。(l)医療保護は,結核を対象と
した傷英軍人療養所,傷英軍人温泉療養所,精神障書者を対象とした傷英
























総司令官 (CINC/AFPACP) を兼ねるマッカーサーのもとに, 9局から
なる基僚部が設置されたのである。 このGHQ/SCAPが通常「GHQ」 とよ
ばれるものである。対日占領政策は, 非軍事化 ・民主化を掲げて開始され
た。 この方針にもとづいて, マッカー サーとGHQは, 日本で対日占領政策
を実施した。 そのうち, 主として国民の救済に係わったのはPWであった。




































る医療対策が必要とされたためであった。 その結果, 1945年11月19日 「陸
海章病院に関する覚書」9 )で,返還が通知された。指令第1号によって凍












































l4) 村上前掲(l987年)165ページ- 57- 7
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17) 山国明 「占假下の身体l章書者速動と身体l章書者福祉法制定への参加」 児島
美都子,真田是,素安雄構着「障書者と社会保障』法律文化社,1979年,,
200ペー ジ。 - 59- 9
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出典:村上量美子「占假期の福祉政策」動草書房, l987年, 176ペー ジ。
村上はこの回答を「第二次案受領後のGHQ/PHWの動きは,予想に反
27) GHQ例の文書では“rehabilitation', “ raini,g'が使われている。




























































られたい」 旨が連絡された。 この通知からは, 厚生省が傷英者保護対策に




























3l) JapaneseRehabilitationPro陣sals:90ct berl947:PHW-02 7





























































































護対策は 「すべての困窮せるa真者」 を対象にしっつも, 元傷典章人を念
頭に考えられていた側面が強いと思われる。
「第4次案」の提出をうけて,GHQは10月24日に会議を開いた36)。
PHW, ESS, およびCIEによるものである。 PHWはこの対策が計画され
た大きな理由は国会への要求であること, 生活保護法その他の現行法の下
で着手できることを説明した。 会議では, このプログラムについては厚生














36) StaffSectionConference on ProposedPlan for RehabilitationProject
forthe Physically Handicapped:240ctober1947:PHW-02977
37) Workshopsand Train,ng Institutions underthe Ministryof Welfare:
29C)lctober1947:P;HW -02977
























































43) 記最では, ll月28日に提出するよう求めたとされる。 しかし, l1月18日に
会表を開催していることから, l1月18日の誤りではないかと思われる。

































































































47) Program for Physically Handicapped:18December1947::PHW-
02977














軍人であるという状態が確認できる。 なお, PHW力 1l重要とした点は以下
のとおりである。




b. 平和条約の調印は, 日下のところ, 予告出来ない。
c. このようなプログラムから利益を受けるであろうこれら退役9典章人らが,
今後予測される攻章的な清在力となりうることは殆んど考えられない。
d.  l集団としての身体障書者は, 最初から差別扱いをされて来た。何となれば
その大多数が元:i1人であり, 彼らのために戰後, 日本政府が多くをなすことを
ためらったからである。































50) bogramfor Physica1lyHandicapped:8 January1948:P]1「W-02976- 79- 29
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第三に, 逆に, 軽度の障害をもっものも対象とはならなかったことであ









の原則が確認された。 つまり, 無差別平等が確認されたからこそ, この対
策は承認をうけることができたのであった。 傷1実者保護対策は職業訓練に












































a )  入所資格者は疾病もしくは「書があり, (主として一肢以上の切断もし
くは重度障書のある者),治環後も特別の保護を要する者(一般に要救護
者)とする。






ションのために, 職業訓練;施設, 技術学校, もしくは, 通常の職業訓練作
業所で,技術を学ぶこととする。
c ) ( 略 )








































































厚生省はこの要求を受け入れ, プログラムの対象に 「市民」 を追加し
た6o)。その結果,最初の身体障害者施設が6月7日に東京都で開設され
る運びとなった。 6月23日に予定された身体障害者施設開所式でのPHW













34 - 8 4 -
被占演期日本におけるea者保選対策
は,恒久的保護以外には何の希望もない人々に対する恒常的救護を基礎に
建てられた費困者向け救護施設とは性格を異にするリハビリテーション施
設」であること,「障書が皆様と御家族の生活を妨げた場合,皆様が以前
にあったのに近い状態にまで回復させ, 復職させる事以外の日的は, この
ブログラムとしては,最終到達点をあえて持とうとは」しないこと,「こ
の施設は関や優先的集団のものであってはな」 らないこと, である。
7月には, 光明家官制も実現した。光明案は失明者にたいする施設とし
て, 財団法人失明保護協会が栃'木県の塩原および東京都の大蔵において運
営していたものであった。7月1日に法律案として関議請議され,15日に
は公布施行された。
おわりに
傷奏者保護対策は1948年に開始された。 傷真者保護対策の基本的な日的
は,傷表者の困窮にっいて根本的な解決を図ることであった。しかし,傷
典者の多くが元章人であったため, 元軍人車属にたいする優遇措置ではな
いことを示さなくてはならかった。 GHQが対日占領方針として「非軍事
化・民主化」を掲げていたためである。そのため,所得保障や終身的な世
話といった, 恩給など軍人優遇措量の代替策となりうるものは除かれてい
った。 その結果, 傷境者保護対策は職業訓練としてのリハビリテシーョン
プログラムとなった。
こうして,傷英者保護対策は城業訓練に限定された内容となった。 しか
も, 労働省の行う職業補導との重複をさけなければならなかった。 そのた
め, 傷興者保護対策による職業訓練は, 労働省の職業補導を補足する例外
的なものと位置づけられた。 この結果, 傷英者保護対策の対象となるのは,
機能回復が見込まれるが労働省の職業補導を利用できない傷真者に限定さ
れることになった。傷奏者保護対策は, 障書を有するという障書者の「特
殊性」への対応であったが,給付内容は職業訓練のみで,しかも一部の身
体障書者を対象にしたものであったといえる。
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さらに,GHQは傷典者保護対策の実態にっいても確認するという念の
入れようであった。 傷英者保護対策が実際に対象にする人々にどのくらい
元軍人が含まれているのか, 元軍人優先でないという保障はあるのか。
GHQは,実施の段階でも「非軍事化」,およびSCAPIN775で示した「無
差別平等」の原則を速守させようとしたのであった。
傷英者保護対策が成立するまでの過程を身体障害者福祉法の制定過程の
一部としてみたとき, 重要なことは, 厚生省が傷典者保護対策の法制化を
望まなかったことである。 これまでの通説は, GHQの承認が運れたため
に,児宣福祉法にくらべて身体障書者福祉法の制定が運れたというもので
あった。しかし,本稿でみてきたところによれば,新しい法律を提案した
のはGHQであって, この時点では, 厚生省は新しい法律が必要とは考え
ていなかったのであった。
そうなると, 身体障書者福祉法制定の過程についても, これまでとは異
なる視点から明らかにする必要がでてくる。 厚生省は新しい法律が必要と
は考えていなかった。 そのことから推察されるのは, 傷英者保護対策の本
質的なところは元傷真軍人対策であって, 厚生省は戰後の臨時的な措置と
して考えていた可能性が高いことである。 そうであれば, 身体障書者福祉
法の制定過程は, 厚生省がGHQの承認をとりっけていく過程ではなく,
厚生省が法制化を望むようになる過程として提えなおす必要がある。 その
上で, 身体障書者福祉法の必然性は, なぜ厚生省が新しい法律を必要とす
るようになったのかという点から説明されなければならない。 この点にっ
いては, 別稿で論ずることにしたい。
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